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Ⅰ 放送大学学園の概要  
 
   事 業 内 容   １ 放送大学を設置し、これを運営すること 
             ２ 放送大学の教育に必要な放送等を行うこと 
             ３ その他必要な業務を行うこと 
 
   事務所の所在地    千葉県千葉市美浜区若葉２丁目１１番地 
 
   役員の定数等 
       定数：理事６人以上８人以内（うち常勤５人、非常勤３人以内）、監事２人（うち非常勤１人） 
 

氏  名 役  職 任  期 経  歴 

御 手 洗  康 理 事 長 平成17年10月 1日～ 
平成19年 9月30日 

昭和44年 7月 文部省入省 
平成15年 1月 文部科学事務次官 
平成17年10月 放送大学学園理事長 

丹 保 憲 仁 理事（学長） 平成17年 5月 1日～ 
平成19年 4月30日 

昭和44年 4月 北海道大学教授 
平成 7年 5月 北海道大学長 
平成13年 5月 放送大学長 

梶 野 愼 一 理 事 平成18年 1月 1日～ 
平成19年 9月30日 

昭和48年 4月 文部省入省 
平成15年 8月 国家公務員共済組合連合会常務 

理事 
平成18年 1月 放送大学学園理事 

二 宮 洋 二 理 事 平成17年10月 1日～ 
平成19年 9月30日 

昭和50年 4月 大蔵省入省 
平成15年 7月 国土交通省大臣官房審議官 
平成17年 6月 放送大学学園理事 

鬼 頭 達 男 理 事 平成17年10月 1日～ 
平成19年 9月30日 

昭和48年 4月 郵政省入省 
平成15年 8月 総務省大臣官房技術総括審議官 
平成17年 9月 放送大学学園理事 

後 藤 祥 子 理事（非常勤） 平成17年10月 1日～
平成19年 9月30日

昭和61年 4月 日本女子大学教授 
平成13年 4月 学校法人日本女子大学理事長・ 

日本女子大学学長 
平成13年 7月 放送大学学園理事（非常勤） 

梶 山 千 里 理事（非常勤） 平成17年10月 1日～
平成19年 9月30日

昭和59年11月 九州大学教授 
平成13年11月 九州大学長 
平成16年 6月 放送大学学園理事（非常勤） 

遠 藤 利 男 理事（非常勤） 平成17年10月 1日～
平成19年 9月30日

平成 3年 7月 学校法人日本放送協会学園理事長
平成 5年 6月  株式会社ＮＨＫエンタープライズ

２１代表取締役社長 
平成13年 7月 放送大学学園理事（非常勤） 

杉 浦 哲 郎 監 事 平成17年10月16日～
平成19年10月15日

昭和49年 4月 文部省入省 
平成15年 4月 米子工業高等専門学校長 
平成17年10月 放送大学学園監事 

西 垣  昭 監事（非常勤） 平成17年10月 1日～
平成19年 9月30日

昭和63年 6月 大蔵事務次官 
平成 2年 5月 海外経済協力基金総裁 
平成10年 7月 放送大学学園監事（非常勤） 
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   教員及び職員の数  教員： ８９人 
            職員：２５３人 
 
   沿     革  昭和５６年 ７月   放送大学学園設立 
            昭和５８年 ４月   放送大学設置 
            昭和５９年１０月   東京放送局免許 
            昭和５９年１２月   前橋放送局免許 
            昭和６０年 ４月   関東地方の一部において、テレビ・ラジオによる授業放送

を開始するとともに学生を受入れ 
            平成 ２年１０月   関東地方以外において、順次ビデオ・オーディオテープを 

利用した授業等を行うとともに学生を受入れ 
            平成１０年 １月   衛星放送による授業番組等の全国放送の開始 
            平成１０年１０月   全国の学習センターで全科履修生の受入れ開始 
            平成１３年 ４月   放送大学大学院設置 
            平成１４年 ４月   放送大学大学院学生受入れ 
            平成１５年１０月   特殊法人から特別な学校法人へ移行 
 
 
   設立に係る根拠法  放送大学学園法（平成１４年１２月１３日法律第１５６号） 
 
   主 管 省 庁 名  文部科学省、総務省 
 
   審 議 等 機 関  名  称   評議員会 
            業務内容   ・ 理事長の諮問に応じ、放送大学学園の業務の運営に関する重要事項 

について審議する。 
                   ・ 放送大学学園の業務の運営につき、理事長に対して意見を述べる。 
            構 成 員   【定数：２０～２７人 現員：２６人】 

（平成１８年３月１日現在）    

氏  名 職   名   等 

赤 田 英 博

安 西 祐一郎

飯 野 正 子

池 端 雪 浦

井 上 孝 美

遠 藤 利 男

大 井 田  清

大 橋 英 寿

折 原   守

柏 倉 康 夫

梶 山 千 里

川 俣 勝 慶

木 村 寛 子

小 舘 静 枝

郷   通 子

後 藤 祥 子

清 水 康 敬

玉 川 寿 夫

丹 保 憲 仁

南 雲 光 男

西 原   浩

原 田 豊 彦

広 瀬 道 貞

御 手 洗  康

茂 木 友三郎

矢 野 弘 典

社団法人日本ＰＴＡ全国協議会会長 

学校法人慶應義塾長 

津田塾大学長 

国立大学法人東京外国語大学長 

財団法人放送大学教育振興会理事長 

前 株式会社 NHK エンタープライズ２１顧問 

日本テレビ放送網株式会社技術顧問 

放送大学副学長 

放送大学学園事務局長 

放送大学副学長 

国立大学法人九州大学長 

茨城県教育委員会教育長 

放送大学同窓会連合会副会長 

小田原女子短期大学長 

国立大学法人お茶の水女子大学長 

学校法人日本女子大学理事長・日本女子大学学長 

独立行政法人メディア教育開発センター理事長 

社団法人日本民間放送連盟専務理事 

放送大学長 

日本サービス・流通労働組合連合顧問 

放送大学大阪学習センター所長 

日本放送協会理事・放送総局長 

財団法人民間放送教育協会理事長 

放送大学学園理事長 

キッコーマン株式会社代表取締役会長・ＣＥＯ 

社団法人日本経済団体連合会専務理事 
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Ⅱ 事業の実施状況 
 
 １ 放送大学を設置し、これを運営することに関する事項 
 
 （１）学生の募集等 
   下記のとおり、平成１７年度第２学期学生募集を行った。 

区    分 入学定員 募 集 期 間 等 

第２学期 全科履修生 15,000
教養学部 

第２学期 選科履修生 科目履修生 40,000
 ６月１５日～８月３１日 

大学院 
文化科学研究科 

第２学期 修士選科生 修士科目生 11,000  ６月１５日～８月３１日 

 
   下記のとおり、平成１８年度第１学期学生募集を行った。 

区    分 入学定員 募 集 期 間 等 

第１学期 全科履修生 15,000
教養学部 

第１学期 選科履修生 科目履修生 40,000
１２月１５日～２月２８日 

修士全科生 500

(8/25～9/14募集) 
10/ 4  第１次合格者の決定(書類審査)
10/23  第２次選考    (小 論 文)
11/12,13  〃       (面接試問)
12/14  最終合格者決定 

大学院 
文化科学研究科 

第１学期 修士選科生 修士科目生 11,000 １２月１５日～２月２８日 

   このほか平成１７年度集中科目履修生の募集を５月１日～３１日の間行った。 
 
  （入学者数推移） 
   〔学  部〕                                （単位：人） 

１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度
年  度 

１学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 

全科履修生 7,184 3,713 6,488 3,989 7,694 3,909 7,535 3,570 6,689

選科履修生 12,831  5,248 11,601  5,580 12,240 5,425 13,369 5,483 12,319

科目履修生 11,046 11,650 10,900 11,074 9,474 10,116 8,306 9,496 7,744

特別聴講学生 1,101 3,832 1,065 3,723 1,067 3,424 1,513 4,011 2,002

 
 
   〔大学院〕                                （単位：人） 

１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度
年   度 

１学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期

修士全科生 549 498 530 524 502

修士選科生 － － － － － － 3,949 824 3,643

修士科目生 9,224 9,357 11,428 10,108  6,557 5,870 2,106 1,768 1,194

特別聴講学生 － 2 4 3 1 1 0 0 0
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（２）学生の教育等 

 

   ① 平成１７年度第１学期の在学者（学部８７，３９１人、大学院７，４１３人）及び平成１７年度第

２学期の在学者（学部８９，３８９人、大学院７，８５７人）に対して放送授業、面接授業、通信指

導、研究指導、単位認定試験等を下記のとおり実施した。 

 

放送授業 

 

・平成１７年 ４月１日～ ４月２８日 

                     １５週間 

 平成１７年 ５月６日～ ７月２１日 

 

・平成１７年１０月１日～１２月２８日 

                     １５週間 

 平成１８年 １月５日～ １月２０日 

 

・第１学期については、学部２８６科目、大学院６７科目を放送 

・第２学期については、学部２８４科目、大学院６６科目を放送 

 

 

 

面接授業 ・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む）が指導を実施（スクーリング）

・面接授業の種類 

  ①毎週型 週１回２時間１５分の授業を毎週火～金の同曜日・同時限に５回（５週）

にわたり実施             （５月～６月、１１月～１２月）

  ②土日型 連続する土曜・日曜に１回２時間１５分の授業を５回実施 

                         （４月～６月、１０月～１２月）

  ③集中型 連続する２～３日間に、１回２時間１５分の授業を５回実施 

                                 （８月、２月）

・延べ２，００５科目（３，２４８クラス）の面接授業を実施 

 

通信指導 
・放送授業科目について、学期の途中に１回、一定範囲の問題を出題し、その添削を行う

（通信指導の評価の結果によって単位認定試験の受験資格が与えられる） 

・通信指導提出期限：平成１７年 ６月９日（第１学期） 

          平成１７年１２月２日（第２学期） 

研究指導 

（大学院） 
・研究指導を行い、第２年次の学生は修士論文等の審査を実施 

 

単位認定試験 
 

・教養学部       平成１７年７月２３日～２９日 （第１学期） 

            平成１８年１月２２日～２８日 （第２学期） 

・集中科目履修生 

 「司書教諭資格取得に資する科目」  平成１７年１０月２１日 単位認定レポート提出期限 

 「看護師資格取得に資する科目」   平成１７年 ９月２４日、２７日 

 

・大学院文化科学研究科 平成１７年７月３１日、８月２日 （第１学期） 

            平成１８年１月２９日、１月３１日（第２学期） 

    また、学部において５，４８７人の卒業認定、大学院修士課程において４３６人の修了認定を行った。 
 

なお、平成１７年４月２９日～５月５日及び平成１７年１２月２９日～１８年
１月４日を「ゆとりの期間」として、また、平成１７年７月２２日～９月３０日
及び平成１８年１月２１日～３月３１日を「集中放送授業期間」として特別講義
を放送するほか、授業番組の一部を再放送
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  （学部卒業者数推移） 

１７年度 
１５年度 １６年度 

第１学期 第２学期 計 
１７年度末累計

４，４７２人 ４，８２９人 ２，３１５人 ３，１７２人 ５，４８７人 ４０，６０１人

 
  （大学院修了生数） 

１７年度 
１５年度 １６年度 

第１学期 第２学期 計 
１７年度末累計

３４４人 ７１１人 １０人 ４２６人 ４３６人 １，１４７人

 
   ② 専修免許状、特殊教育諸学校の教諭免許状、看護師資格取得など各種資格の取得に資する教育を実

施した 
 
   ③ 他大学との単位互換を下記のとおり締結している。 
     〔学 部〕平成１７年度末までに２７５校 
     〔大学院〕平成１７年度末までに３校 
 
 
 
（３）教材の作成 
 
   ① 平成１８年度に新たに開設する授業科目学部５７科目、大学院２７科目について、放送教材及び印

刷教材を作成するとともに特別講義３６番組を制作した。 
     なお、このうち授業科目２科目については、ハイビジョン番組による制作を行った。 
 
   ② 授業科目１１科目について字幕を付与した。 
 
   ③ 著作権処理データベースのプログラム開発及び過去の番組に係るデータ入力を行った。 
 
   ④ 放送教材の作成に係る経費について、科目毎の委託経費の上限額を定めるなど、効率的な執行プロ

セスとした。 
また、特別講義について、制作本数を縮減するなどの見直しを行った。 

 
 

（４）学習センターの運営 
    
   ① 面接授業の実施等 
      学習センターにおいて、延べ２，００５科目（３，２４８クラス）の面接授業を実施した。 
      また、面接授業の科目登録上限の引き上げ（３科目→５科目）や追加登録機会の増設など、面接

授業受講希望者の受入れ方法を改善した。 
さらに、面接授業を４時限目（18:15～20:30）に開設できるよう学習センター規程を改正すると

ともに、学生間の交流や学習意欲を促進するため、サークル活動や教員によるミニ講座等に供する
など講義室の有効活用を図った。 

 
   ② 単位認定試験の実施 
      各学習センターにおいて下記の日程で単位試験を実施した。 
      ・教養学部            平成１７年７月２３日～２９日 （第１学期） 
                       平成１８年１月２２日～２８日 （第２学期） 
      ・集中科目履修生 
       「看護師資格取得に資する科目」 平成１７年９月２４日、２７日 
      ・大学院文化科学研究科       平成１７年７月３１日、８月２日 （第１学期） 
                       平成１８年１月２９日、１月３１日（第２学期） 
 
   ③ ビデオ・オーディオテープの視聴学習機会の提供 
      各学習センターに放送教材を配架し、再視聴学習に供した。 
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   ④ 学生サービス 
      各学習センターにおいて、図書の貸出、学習相談、証明書の発行等の業務を行った。 
 
   ⑤ 当該地域の広報活動・学生募集活動 
      各学習センターにおいて、広報活動及び学生募集活動を行った。 
 
 
 

（５）施設設備の整備 
 
   ① 熊本大学との施設合築による熊本学習センターの整備等を行った。 

構造・規模 放送大学面積 熊本大学分面積 

鉄筋コンクリート造 
地下１階地上３階建 

2,319㎡ 

（左のうち２～３階部分）
1,113㎡ 

（地下１階・１階部分）
1,206㎡ 

     平成１８年４月１日より供用開始 
 
   ② ネットワーク環境を改善するため、キャンパス・ネットワーク・システムの整備として、１３の学

習センターのパソコン等を更新した。 
 
   ③ 教育研究に必要な機械・器具の整備を進めるとともに、図書・学術雑誌の充実を図った。 
 
 

（６）授業評価の試行 
   教育内容の改善に資するため、平成１７年度第１学期開設科目の一部を対象として、学生等による授業

評価を試行的に実施した。 
 
 
 ２ 大学における教育に必要な放送等の実施に関する事項 
 

（１）放送等の実施 
東京放送局、前橋放送局等において、テレビ（ＵＨＦ）及びラジオ（ＦＭ）により、また、衛星放送

（ＣＳデジタル放送）のテレビ及びラジオにより下記のとおり、授業番組を放送した。 
 
   ① 番組編成及び放送時間 

番組編成期間 放  送  時  間 

 放送授業期間 
 平成１７年 ４月１日～ ４月２８日 
 平成１７年 ５月６日～ ７月２１日 
 平成１７年１０月１日～１２月２８日 
 平成１８年 １月５日～ １月２０日 

日曜及び月曜 午前６時から午前０時まで 
 
火曜     午前６時から翌日午前２時まで 
 
水曜から土曜 午前５時１５分から翌日午前２時まで

 ゆとりの期間 
 平成１７年 ４月２９日～５月 ５日 
 平成１７年１２月２９日～１８年１月４日 
 
 集中放送授業期間 
 平成１７年 ７月２２日～９月３０日 
 平成１８年 １月２１日～３月３１日 

毎日     午前６時から午前０時まで 

 
   ② 番組の種類  

番  組  名 番  組  内  容 

授業番組 放送大学が放送教材として使用する番組 授

業

番

組 

特別講義 各学問分野の第一人者が、それぞれの専門について、自由にあるいはさらに深く
掘り下げて講義する番組 

科目選択ガイド 科目選択の方法などを紹介する番組 告
知
番
組 

大学の窓 大学からの各種お知らせや学習に役立つ情報を提供する番組 
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特別番組 学習を進める上で参考になる話題、行事などをさまざまな形で放送する番組 

大学案内 放送大学のＰＲと学生募集のための番組 

大学院案内 大学院のＰＲと学生募集のための番組 

 

 

（２）放送設備の整備 

    放送局施設の整備等として下記を実施した。 

 

   ① 幕張演奏所に設置する主調整装置や東京放送局に設置するデジタルＴＶ送信機等の整備 

 

   ② 前橋放送局のデジタルＴＶ送信機、アンテナ等の整備 

 

   ③ 放送局の安定した運行のための、放送関連施設及び機器等の保全・管理等 

 

 

 

３ 前２号に掲げる業務に附帯する業務に関する事項 

 

（１）広報活動の実施 

     各種広報資料の作成・配布、公開講演会の開催、新聞・雑誌・テレビを利用した広報を行うととも

に、各種イベントに参加した。 

 

   ① 放送大学の周知に係る広報活動 

     ・ホームページの充実 

     ・体験入学（各学習センター）の実施 

     ・生涯学習フェスティバル等各種イベントへの参加（平成１７年１０月９日～１５日：鳥取県） 

     ・全国産業教育フェアへの参加（平成１７年１１月２６日～２７日：東京都） 

     ・特別講演会（各学習センター）の実施（香川、埼玉、大阪、千葉等１３ヶ所 計１６回） 

 

   ② 学生募集に係る広報活動 

     ・学生募集ポスター、学生募集リーフレット、その他広報資料の作成 

     ・新聞、テレビ、雑誌等のメディアを活用した学生募集広告の実施 

       テレビＣＭ 平成１７年７月１５日～２１日（平成１７年度第２学期（１０月入学）） 

       新聞広告（首都圏）年間６回掲載  読売，朝日新聞等 計８紙掲載（本部実施分） 

     ・生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請 

     ・政府広報、各自治体広報等広報誌の活用 

 

 

（２）調査研究の実施 

 

   ① 番組モニター調査 

      放送大学の授業番組の制作方法の改善及び視聴率の向上等を図るためモニター調査を実施する

とともに、教員やディレクターを対象とする報告会を開催し、その結果の活用を図った。 

 

   ② 総合的なメディア活用の在り方に関する調査研究 

・ 「今後のメディアの在り方に関する検討会議」を開催し、放送大学における今後のメディア活

用に関する課題等について調査研究を行った。 

・ この結果に基づき、ラジオ教材のインターネット配信実験を試行的に実施した。 
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（３）事務電算システムの運用等 

 

   ① 各種業務システムの運用 

      人事・給与システム、財務・会計システム、教務情報システム、図書システム、キャンパスネッ

トワークシステム（大学院研究指導支援システムを含む。）及び文書管理システム（情報公開のた

めの法人文書ファイル管理システムを含む。）の運用を行った。 

 

   ② 教務情報システムの見直し 

      教務事務処理の弾力化、迅速化等を図るため、現行教務情報システムの見直しと新たなシステム

の在り方について検討を行った。 

 

   ③ 事務電算システム等の機器更新 

      人事・給与システム、図書システム及び事務連絡用システムに係る電子計算機の更新を行った。 

 

 

４ その他学園の行う業務に関する事項 

 

    ・ 「放送大学学園における地上放送の活用方策 第一次報告」を取りまとめるとともに、「地上デ

ジタル放送の当面の活用方針」を策定した。 

    ・ 受講者の受信環境の向上を図るため、ケーブルテレビ事業者による再送信の拡充を行った。 

    ・ 文部科学省からの委託を受け、生涯学習施策の推進に資するため、公開講座のあり方に関する受

託研究を実施した。 

 
 
 
Ⅲ 当該会計年度における学園の借入金の借入先、借入に係る目的及び金額 

 

  該当なし 

 

 

 

Ⅳ 当該年度において学園が受け入れた国庫補助金等の名称並びに受入れに係る目的及び金額 

 

  名  称  放送大学学園補助金 

  目  的  放送大学の設置・運営、放送及び委託放送業務、その他附帯する業務に要する経費の一部に

充てること 

  金  額  8,162,537,598 円 

 

  名  称  放送大学学園施設整備費補助金 

  目  的  施設の整備に要する経費に充てること 

  金  額  278,356,000 円 

 

  名  称  地上デジタルテレビジョン放送施設整備費補助金 

  目  的  地上デジタルテレビジョン放送を実施するため、その施設の整備に要する経費に充てること 

  金  額  2,684,644,000 円 

 

  名  称  大学改革推進等補助金 

  目  的  遠隔教育の難点とされる双方向性を補うために、ネットワーク技術を利用し、映像アーカイ

ブズなどのメディアを多様に組み合わせる授業モデルを確立し、その実践を行い、そのうえ

で成果を蓄積・公開する経費に充てるため 

  金  額  27,000,000 円 
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Ⅴ 放送大学学園が対処すべき課題 

 

 １ 特別な学校法人化の趣旨を踏まえ、その運営の効率化等を推進すること。 

 

 ２ 教育研究の充実及び学習センターの計画的整備を進めること。 

 

 ３ 地上テレビジョン放送のデジタル化に必要な準備を進めること。 


